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１．国民保護訓練について
（１）国民保護法施行後の経過

１

Ｈ15年度 事態対処法成立・施行

Ｈ16年度 国民保護法成立・施行
「基本指針」閣議決定

Ｈ17・18年度 国民保護計画の策定

Ｈ17年度～ 国と地方の国民保護共同訓練
（主にＣテロ、Ｅテロ訓練）

Ｈ20年度 Ｂテロ、Ｒテロの図上訓練を実施
実動訓練に病院、ＤＭＡＴが参加

Ｈ21年度 複数の病院、ＤＭＡＴ等が参加
外部有識者による評価委員会導入

Ｈ22年度 Rテロの実動訓練を実施
県境を越える避難を想定した図上訓練を実施

計画・マニュアル

法制

訓練の充実

連携

医療

事案類型

外部有識者

訓練

（注） Ｃテロ：化学剤を用いたテロ、Ｅテロ：爆発物を用いたテロ、Ｂテロ：生物剤を用いたテロ、Ｒテロ：放射性物質を用いたテロ
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１７道府県
北海道、福島県、茨城県、千葉県、石川県、福井県、長野県
静岡県、京都府、兵庫県、鳥取県、島根県、岡山県、山口県
徳島県、愛媛県、熊本県

団体数 都道府県

5回 １県 福井県

4回 １県 鳥取県

3回 ４県
茨城県、埼玉県
徳島県、愛媛県

2回 １１都府県

青森県、岩手県
秋田県、東京都
神奈川県、富山県
長野県、京都府
山口県、佐賀県
熊本県

1回 ３０道府県 上記以外

１．国民保護訓練について
（２）都道府県別・国民保護共同訓練の実施状況

年度 区分 都道府県 計

H17
実動 １県

５県
図上 ４県

H18
実動 ３道県 １１

都道府県
図上 ８都府県

H19
実動 ５県

１５府県
図上 １０府県

H20
実動 ４県

１８県
図上 １４県

H21
実動 ４県

１４都県
図上 １０都県

H22
実動 ３府県

１０府県
図上 ７県

年度ごとの訓練実施状況

訓練実施回数

★：実働訓練実施



これまでの国民保護共同訓練による成果の概要

１．普及・啓発

都道府県・市町村職員や実動機関（警察・消防・自衛隊）・医療機関等の関係機関に

おいて、国民保護法等の事態対処関連法制に関する理解が進み、特に地方公共団体

において、自然災害以外の事態に関しても危機管理意識が醸成された。

２．対処要領の蓄積

様々な類型の緊急対処事態への対処要領や計画等の検証・改善とともに、ノウハウ

蓄積の機会とすることができた。

３．連携の強化

現場での実動訓練や緊急対処事態対策本部等の設置運営訓練によって、関係機関間

の情報共有や活動調整の練度を向上させるとともに、訓練の企画・実施を通じて、関係機

関相互の「顔の見える関係」の構築が図られた。

３

１．国民保護訓練について
（３）国民保護共同訓練の実施成果



２．平成２２年度の国民保護訓練について
（１）訓練の実施概要

・ 政府訓練（官邸危機管理センターにおける政府内の訓練)を １回

実施した。（図上訓練）

・ 共同訓練（国と地方公共団体が連携した訓練)を ９回 実施した。

（図上訓練 ６回、実動訓練 ３回）

・ 共同訓練以外にも、

地方公共団体単独での訓練が ５２回 実施された。

（図上訓練 ２９回、実動訓練 ２３回）

４



N
o

実施
年月日 都道府県 区分

回
数 シナリオ概要

1 22. 7.23 神奈川県 国主導 図上 ２ 横浜市内における爆発物による被害発生への対応

2 22. 8.24 富山県 県主導 図上 ２
富山市内石油コンビナート爆破未遂及びJR駅北広場における爆発を伴う化学剤散布による被害
発生への対応並びに空港ターミナルビルへの立てこもり事案発生に伴う住民避難への対応

3 22.10. 2 熊本県 国主導 実動 ２ 熊本市内スポーツ施設における国籍不明のテログループによる爆弾テロ被害発生への対応

4 22.10.12 京都府 県主導 実動 ２
京都市内国際会議場施設における国際テロ組織による爆破テロ及び同施設における化学剤散布
による被害発生への対応

5 22.12.22 青森県・岩手県 国主導 図上 ２
青森県八戸市内商業地域等における武装工作員の攻撃による被害発生及び岩手県二戸市及び
軽米町への県域を越えた大規模な住民避難への対応

6 23. 1.21 福井県 県主導 図上 ５
あわら市内のJR線路爆破テロによる列車の脱線及び坂井市内における化学剤散布による被害
発生への対応並びに両市内での立てこもり事案発生への対応

7 23. 1.30 茨城県 国主導 実動 ３ 水戸市内官公庁における放射性物質を含んだ爆発物による爆破被害発生への対応

8 23. 2. 2 埼玉県 県主導 図上 ３
上尾市内集客施設における生物剤（炭疽菌）散布及び同施設での爆発物発見に伴う住民避難へ
の対応

9 23. 2 .3 徳島県 県主導 図上 ３ 国際的テロ組織が関与した三好市内における天然痘疑似患者発生への対応

※  Ｎo３，５，７の国主導訓練については、次ページ以降に訓練概要を掲載

２．平成２２年度の国民保護訓練について
（２）国民保護共同訓練の実施状況

１０府県で ９訓練を実施 （図上 ７県／実動 ３府県）

実施年月日順

５

※

※

※



＜事例 １＞

平成２２年度

熊本県国民保護共同実動訓練

（Ｈ２２．１０．２）

６



１．実施日時 平成２２年１０月２日（土） １０：００～１３：００

２．訓練想定
○熊本県民総合運動公園陸上競技場（KKウィング）において爆弾テロ発生
○熊本交通センターにおいて爆発物を発見（仮想）

３．主な訓練会場
①ＫＫウィング及びその周辺 ・・・・・・・・・ 【災害等対処訓練、医療救護訓練】
②熊本赤十字病院、済生会熊本病院、自衛隊熊本病院 ・・【医療救護訓練】
③日本赤十字社熊本県支部 ・・ ・・・・・・・・・・・・・・・ 【避難所運営、救援訓練】
④熊本県庁、官邸 ・・・・・・・・・・ ・・ 【緊急対処事態対策本部等の運営訓練】

４．参加機関 ６６機関、１,９８５名

５．訓練の特徴

○過去最大規模の国民保護共同訓練
○発生の蓋然性の高い爆弾テロに対する各機関の対応訓練
○九州５県による医療チームの派遣・患者搬送等の広域連携訓練
○メンタルヘルスへの配慮、グリーフケアの実施

事例１ 熊本県国民保護共同実動訓練

７



:

事例１ 熊本訓練 ①訓練実施場所と訓練内容

８



熊本県防災消防ヘリ

事例１ 熊本訓練 ②県内外からの医療機関による支援

:

熊本県民総合運動公園
（KKウィング）熊本赤十字病院

医療チーム 負傷者搬送

医療チーム

医療チーム医療チーム

（負傷者受入病院）

負傷者搬送（仮想）

（発災現場）

熊本城二の丸公園

済生会熊本病院

負傷者搬送

北九州市立八幡病院
小児救急医療チーム
（北九州市消防ヘリ）

福岡日赤救護班
（ヘリ【仮想】）

長崎医療センター
医療チーム

（長崎県ドクターヘリ）

久留米大学病院
医療チーム

（福岡県ドクターヘリ）

鹿児島日赤救護班
（海上保安庁ヘリ）

大分日赤救護班
（ヘリ【仮想】）

陸上自衛隊
医療チーム

（陸上自衛隊ヘリ）

負傷者搬送

医官

医療チーム

医療チーム

県内医療チーム
医療チーム

９



○爆傷サバイバルカードの活用

・ 救急医・外傷外科医などの有志が「日本爆傷研究会」を結成し、

爆傷に対する実動機関と医療機関の対応のあり方の検討を開始

→   ・爆傷サバイバルカード（初動対応要員用）

・爆傷サバイバルカード（医療機関用）

・爆傷初期診療録

事例１ 熊本訓練 ③爆傷への対処

・ これらの成果として、整理された基礎的知識（一酸化炭素中毒

への対応、小児外傷患者への対応等）を踏まえた訓練を実施

初動対応要員用サバイバルカード 医療機関用サバイバルカード

１０

○パルスオキシメーターの活用

見逃されがちな一酸化炭素中毒に着目した
測定機器（ＣＯヘモグロビン測定機能付パル
スオキシメーター）を活用

を作成し、公表



事例１ 熊本訓練 ④メンタルヘルスへの配慮、グリーフケアの実施

避難所において被災者に配布したチラシ

国立精神・神経医療研究センター等の全面的な協力により作成

被災者の遺族に対して、心理的な支援を実施

１１

○メンタルヘルスへの配慮 ○グリーフケアの実施



○主な成果

・ 爆弾テロに対する関係各機関の対応要領について検証できた。

・ 関係各機関の情報共有等において、現地調整所の有効性が確認できた。

・ 爆傷（爆発による損傷）医療への対応の必要性及び要領（爆傷サバイバルカードの活用、パルスオ
キシメーターの活用）について、関係各機関において認識が図られた。

・ 患者搬送等において、医療機関を含めた広域の関係機関の連携が図られた。

・ 警察と医療機関の連携により、被災者へのメンタルヘルスへの配慮、グリーフケア（被災者遺族に
対するケア）を実施した。

○今後の課題

・ 関係機関による調整の場として、現地調整所のより一層の活用

・ 発災現場におけるゾーニング等の徹底による部隊活動の安全の確保

・ 犯人に関する情報や活動部隊の危険情報などの確実な共有

・ 行政機関と医療機関との間の連携及び情報共有の促進

・ 爆傷（爆発による損傷）医療に関する知識や被災者等のメンタルヘルスへの配慮の必要性について
の普及・啓発

事例１ 熊本訓練 主な成果と今後の課題

１２



＜事例 ２＞

平成２２年度

青森県岩手県国民保護共同図上訓練

（Ｈ２２．１２．２２）

１３



１．実施日時 平成２２年１２月２２日（水） １０：００～１３：００

２．訓練想定

○八戸市内の商業施設等において武装工作員による攻撃が発生

○１万７千人規模の住民が屋内に避難。その後段階的に市内及び岩手県の避難施設

に域外避難を開始

○八戸市からの避難住民を、岩手県二戸市及び軽米町の避難施設で受入れ

３．訓練会場 青森県庁 （青森県庁内に、八戸市及び岩手県庁のブースを設置）

４．参加機関 １７７機関、２６４名

５．訓練の特徴

○国内初となる県境を越える大規模な住民避難を想定した図上訓練

○住民避難の危険度に応じた地方公共団体､警察､自衛隊の役割分担を明確化した訓練

○大規模な避難住民のため、大量輸送機関である鉄道を利用した訓練

事例２ 青森県・岩手県国民保護共同図上訓練

１４



事例２ 青森･岩手訓練 ①当日の訓練風景

青森県対策本部

岩手県対策本部 合同対策協議会

青森県庁北棟

【 訓練会場 】

■訓練日時 平成22年12月22日

１５



事例３ 青森･岩手訓練 ②県境を越える住民避難等に関する調整

避難住民数全数、地区別人数、日別人数、輸送手段別人数、

出発時刻別人数、 受入れ避難所別人数、年齢別人数、

要援護者人数（訓練では約１割と想定）、

輸送手段・台数及びルート、出発予定時刻、到着予定時刻、

避難住民の引継場所・引継方法（避難施設か県境か）等

青
森
県

岩
手
県

青
森
県

岩
手
県 受入場所（施設名、住所、収容可能人数、救援の程度）、受入体制

県境を越える避難の調整

国

青
森
県

八
戸
市

住民避難の総合調整
輸送手段の確保

避難実施要領の策定
住民避難の実施

調整

県外からの避難住民の受入れ調整

岩
手
県

二
戸
市

軽
米
町

調整

調整調整

両県の状況を把握しつつ、県境を越える避難
の必要性・妥当性を判断

１６



要避難地域（八戸市）

東北新幹線 八戸駅
青い森鉄道 八戸駅

八戸自動車道 八戸ＩＣ

八戸自動車道 軽米ＩＣ

東北新幹線 二戸駅
いわて銀河鉄道 二戸駅

輸 送 先
（人口）

第１陣 第２陣以降 合 計 輸送手段

八 戸 市

(238,087人)
約4,000人 約5,000人 約9,000人 八戸市営バス

二 戸 市

(29,724人)
約2,000人 約4,000人 約6,000人 東北新幹線

青い森鉄道・いわて
銀河鉄道

軽 米 町

(10,168人)
約2,000人 0人 約2,000人 南部バス

合 計 約8,000人 約9,000人 約17,000人

■ 輸送手段

■ 割振区分

県
境

要避難地域

一時避難所

八戸駅

避難所（二戸市） 避難所（軽米町）

避難所（八戸市）

二戸駅 八戸自動車道

１７

事例２ 青森･岩手訓練 ③県境を越える避難の位置関係と輸送手段

県
境

二戸市

軽米町

八戸市

青森県

岩手県



○主な成果

・ 県境を越える避難を実施する場合において、避難の必要性・妥当性は国が総合的に判断すべき事
項であることを確認するとともに、要避難地域と避難先地域の地方公共団体間の協議事項とその調
整手順の具体的な内容の理解が深まった。

・ 大規模な避難住民の移送における指定（地方）公共機関（鉄道・バス等）の利用に際しての調整要
領における課題が明らかになった。

・ 警察や自衛隊による攻撃の予防・鎮圧その他の措置と国民保護措置との連携（要避難地域内の住
民避難手順等）について検討が深まった。

・ 特定公共施設（道路及び空域）の利用指針の策定に際して、施設所管省庁と関係機関との調整が
重要であるとの認識が共有できた。

・ 県境を越えて隣接する地方公共団体（県・市町村）相互や、地方公共団体と指定（地方）公共機関
など、関係機関の連携強化が図られた。

○今後の課題

・ 攻撃の予防・鎮圧等の措置、国民保護措置及び特定公共施設の利用に関するそれぞれの関係機
関の連携のあり方については、事案により対応要領が異なることから、今後とも訓練を通じて、整理
を行っていくことが必要

・ 輸送事業者である指定（地方）公共機関の運行前の安全確認については、状況及び事業者により
考え方は変わり得ることから、今後も事例を積み重ねた検証が必要

事例２ 青森・岩手訓練 主な成果と今後の課題

１８



＜事例 ３＞

平成２２年度

茨城県国民保護共同実動訓練

（Ｈ２３．１．３０）

１９



１．実施日時 平成２３年１月３０日（日） １０：００～１３：００

２．訓練想定 茨城県三の丸庁舎においてダーティボム用いたテロが発生
爆発による死者１０名を含む１９８名が被災

３．主な訓練会場
①茨城県三の丸庁舎及びその周辺 ・・・・ 【災害等対処訓練・医療救護訓練】
②水戸医療センター、水戸済生会総合病院 ・・・・・・・・・・・・・ 【医療救護訓練】
③水戸市立三の丸小学校 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【救護所・避難所運営訓練】
④茨城県庁、官邸 ・・・・・・・・・・・・・・ 【緊急対処事態対策本部等の運営訓練】

４．参加機関 ７３機関、８４２名

５．訓練の特徴

○国内初となるＲテロ（ダーティボム事案）を想定した国民保護共同実動訓練
○県内外の放射線専門機関の支援
○被ばく医療専門機関との連携による非被ばく医療機関での医療措置
○リスクコミュニケーションの実施、メンタルヘルスへの配慮
○専門家によるワーキンググループを活用した訓練シナリオの作成

事例３ 茨城県国民保護共同実動訓練

２０



茨
城
県
庁

（
合
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対
策
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議
会
）

茨城県三の丸庁舎
（事案発生現場）

水戸第一高校
（臨時へリポート）

三の丸小学校
（救護所・避難所運営）

水戸済生会総合病院
（負傷者搬送先）

水戸医療センター
（負傷者搬送先）

事例３ 茨城訓練 ①訓練実施場所と訓練内容

２１



○Ｒテロ（ダーティボム）被災者の治療の原則の確認

「まず、外傷治療、その後、必要に応じて被ばく治療」（緊急被ばく医療のあり方について（原子力安全委員会））

→ 赤タグ患者は、汚染の有無にかかわらず救命処置（外傷処置）を優先する。

○放射線防護（装備等）の確認 例：マスク、ゴーグル、防護服

訓練の主な目的

事例３ 茨城訓練 ②発災現場での訓練（茨城県三の丸庁舎）

搬送

赤タグ

赤タグ患者の救命処置

放射線防護（マスク、ゴーグル、防護服） 医療チームによる現場応急治療（パルスオキシメーターの使用） ２２



○負傷者等の収容（＝院内の汚染拡大防止に着目し訓練を実施）

・進入統制（ゲートコントロール）の実施 → 汚染のある患者とそれ以外の患者の動線を分離

・処置室までの経路、処置室等の養生を実施

○専門機関との連携による汚染拡大防止措置等

水戸済生会総合病院（緊急被ばく医療機関として指定されていない病院）では、被ばく医療の専門
機関である（独）放射線医学総合研究所（千葉県）の緊急被ばく医療派遣チームの指導を受け、汚染
拡大防止措置等を実施

→ Ｒテロ事案発生時における、被ばく医療機関でない医療機関の関わり方を検証

簡易型防護服 防塵マスク

事例３ 茨城訓練 ③医療機関での訓練（水戸医療センター、水戸済生会総合病院）

・対応する要員の個人防護装備の装着

２３



事例３ 茨城訓練 ④救護所・避難所での訓練

シナリオＷＧのメンバーである専門家の知見を得て作成

（注） ＨＰからダウンロードして活用できるよう、

資料は 「国民保護ポータルサイト」に掲載

「何が起きているのか」 → 事実を簡潔に説明

・核爆弾ではないこと

・ダーティボムによる放射線被害は、
通常、重大な健康被害にならないこと

・汚染されている場合は除染が必要なこと

・心配なことがあれば連絡されたいこと
。

○被ばくしたことによる今後のリスク等について、被災者の方が正しく認識し理解することが、
無用な混乱を避ける上で大切 → 専門家によるリスクコミュニケーション等を実施

リスクコミュニケーションのために使用したチラシ ２４



○主な成果

・ 放射線の専門家、医師、実動機関等からなる専門家ＷＧを組織し、関係各機関それぞれの活動分
野、時間的フェーズにおける、放射線防護の標準的なあり方を提案できた。

・ Ｒテロ発災現場における、被災者の救出・救助、医療救護、除染、避難誘導などの一連の対応につ
いて、関係各機関が習得できた。

・ 放射線に不慣れな初動機関と放射線専門機関との連携の重要性が認識された。

・ 緊急被ばく医療機関ではない医療機関が、被ばく医療専門機関（放射線医学総合研究所等）との連
携によって医療活動を行う場合のモデルを示すことができた。

・ 救護所・避難所等において、被災者に対して、専門家から正しい放射線等のリスクを伝えるリスクコ
ミュニケーションを実施した。

○今後の課題

・ Ｒテロ対処訓練の実施による対処策の更なる検証と改善

・ Ｒテロ対処各段階における放射線専門機関との連携など、実動機関と専門機関相互の協力関係の
構築と継続的な情報共有、共同訓練の実施

・ 被災者以外の住民等に対する適切な放射線等の情報提供の実施

事例３ 茨城訓練 主な成果と今後の課題

２５



３．今後の訓練の方向について
（１） 今後の中期的課題

「初期の制度普及」 から 「総合化」へ

１ 対象事態の総合化

・ 攻撃の予防鎮圧その他の措置及び特定公共施設利用調整を実施している下での国民保護措置

・ 複数県、広域にわたる国民保護措置（特に避難・救援）

・ 弾道ミサイル対応や大都市、輸送機関、重要防護施設へのＥテロ・Ｒテロへの対応

２ 参加機関の拡大と連携の強化

・ 警察、消防、自衛隊といった機関のみならず、輸送や医療などの分野との連携強化

・ 政府対策本部、政府現地対策本部、都道府県対策本部の間の連絡調整の更なる円滑化

２６

（注） Ｅテロ：爆発物を用いたテロ、Ｒテロ：放射性物質を用いたテロ



１ 都道府県対策本部に関する事項

・ 基本的な手順の慣熟とともに、判断能力の強化も目指した訓練の実施

（訓練目的を阻害しない範囲でのブラインド訓練の導入）

・ 知事部局内の関係部門（保健医療を所管する部局等）や指定公共機関等が実施する措置の充実

・ 隣接する地方公共団体も含めた情報共有・調整業務の強化

２ 現場機関に関する事項

・ 現地調整所の活用などによる現場での情報共有、活動調整の円滑化

・ 救助の迅速化（「現着→検知→ゾーニング・個人防護→救出→トリアージ・除染→搬送調整→実搬送」

といった多段階の手順の習熟）

・ ＮＢＣ災害の発生が疑われる現場への進入方法など事案発生現場における安全管理（ゾーニング等の

基本的活動など）の徹底

・ 適切かつ迅速な情報の提供や精神面への配慮なども含めた被災者、住民等への支援の多様化

２７

国民保護共同訓練の実施については、訓練回数の少ない都道府県への実施の働きかけを行うとともに、

次の項目にも留意して､きめ細やかな訓練の企画と助言を行い､更なる関係機関の連携強化と対応能力の

向上を図っていく。

３．今後の訓練の方向について
（２） 今後の訓練実施上の留意事項


